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1．はじめに 

 

過度な土砂堆積が問題となっている貯水ダムでは，

ダム機能の確保に向けた対応が必要となり，上流域

の土砂生産量の将来予測と土砂流入抑制などの対策

検討が求められる．筆者らは既報 1)において， 那賀

川の長安口ダム直接流入域（図-1）を対象に, 表層

崩壊および表土侵食に基づく面的な土砂生産モデル

を構築し， ダム堆砂量等との比較から一定の再現性

を示した．一方，山地流域における土砂生産量を面

的に算出し，将来予測や対策検討へ直接活用できる

一般的かつ実務的な手法は，現時点では確立されて

いるとは言い難い．そこで筆者らは，本土砂生産モ

デルを意思決定に供することを念頭に，与条件設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 長安口ダム・小見野々ダム上流の流域図 

の妥当性を再整理してモデルの再現性を検証するこ

と，別流域の検討を通じてモデルの適用性を確認す

ることを目的として，表層崩壊モデルおよび表土侵

食モデルの改良と検証を行った．本研究では，改良

モデルの算定手順を小流域単位の枠組みとして整理

し，長安口ダム直接流入域における改良効果，なら

びに小見野々ダム上流域への適用結果を示す．  

 

2．土砂生産モデルの課題  

 

(1)既報モデル（2024）の概要 

既報 1)では，長安口ダム直接流入域を対象に，表

層崩壊モデルと表土侵食モデルを統合した土砂生産

モデルを構築した．表層崩壊による土砂量は，平成

16 年洪水で多発した斜面崩壊を対象として，式(1)～
(3)のとおり斜面安全率 Fs が 0.1間隔の Fs ランクに

応じた崩壊発生確率を基本として小流域単位で算出

し，航空レーザ測量結果から推定した実績相当の崩

壊土砂量と同等程度となることを確認した． 

 𝐹𝐹𝐹𝐹 � 𝑐𝑐 � �𝜎𝜎�� � 𝜎𝜎�′� tan𝜙𝜙
𝜏𝜏� � 𝜏𝜏� �1� 

ここに，𝐹𝐹𝐹𝐹：無限長斜面の斜面安全率，𝑐𝑐 ∶粘着力，

𝜎𝜎𝜎:垂直応力，𝜙𝜙内部摩擦角, 𝜏𝜏：せん断応力である（添

字 A・B は A 層と B 層の値）． 

𝑉𝑉1 � ��𝑃𝑃�𝐹𝐹𝐹𝐹� � � � �� �2� 
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����� � Σ𝐴𝐴� ����/Σ����� �3� 
ここに，V1：表層崩壊による土砂量，P�Fs�：斜面

安全率に応じた崩壊発生確率，a：計算メッシュ面積，

h：平均崩壊深，ΣAc�Fs�：各斜面安全率ランクに含

まれる実績の表層崩壊地面積の合計，Σa�Fs�：各斜

面安全率ランクの計算メッシュ面積合計である． 

表土侵食による土砂量は，表土が露出した裸地領

域から生産されることを前提とし，年総雨量と年平

均侵食深から作成した式(4)～(5)の近似式による結

果とダム堆砂量が同等程度になることを確認した． 

𝑉𝑉2 � 𝑑𝑑𝑑 � 𝐴𝐴𝐴𝐴 �4� 
𝑑𝑑𝑑 � 0.0000209 � 𝑅𝑅 �5� 

ここに，V2：表土侵食による土砂量，𝑑𝑑𝑑：年平均

侵食深，𝐴𝐴𝐴𝐴：裸地面積，𝑅𝑅：年総雨量である．  

これらの土砂量を統合し，ダムまでの土砂移動を

一次元河床変動解析で検討を行い，ダム堆砂量等と

の比較により一定の再現性を確認した（詳細は既報）．  

 

(2)表層崩壊モデルの課題 

第一に，秩父帯北岸エリア（図-2）の斜面安全率

Fsと崩壊発生確率の関係（H16.8 洪水）を図-3 に示

すが，実績データによるプロットと近似線の乖離が

大きくなる点が課題である．第二に，Fs算定に用い

る粘着力 c，内部摩擦角𝜙𝜙の与え方であるが，𝜙𝜙は標

準値として固定して cのみの設定としていたことか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 長安口ダム直接流入域のエリア分割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 既報モデルの斜面安全率 Fs と崩壊発生確率 

ら， 設定手順と根拠の整理が必要であった. 第三

に, 崩壊地が特定の小流域に偏在する場合，全域一

様の Fsと崩壊発生確率の関係を適用すると，崩壊偏

在域で過小評価，それ以外で過大評価となり，土砂

生産量の誤差が拡大する恐れがある． 

 

(3)表土侵食モデルの課題 

第一に，非樹林帯のうち顕著な表土侵食が発生し

ている領域は実態としては図-4 のように限定的で

ある．遠景判読では裸地として抽出される領域であ

っても，現地では植生被覆が発達している場合があ

り，その場合，当該領域の全体は表土侵食の発生源

とはならない．このため，侵食寄与域の再定義が必

要であり，面的な対策を設定する際にも過大な範囲

となり得る点が課題である．第二に，大規模斜面崩

壊等が多発した後の数年程度は崩壊残土等の影響で

土砂生産量が多くなる傾向で，それ以降は比較的安

定化することが一般的であるが，既報 1)では表土侵

食量の近似式が全期間で共通であり，時期による再

現性の差が生じ得る点が課題である． 

 

(4)別流域の適用性確認の必要性 

土砂生産量の将来予測，対策検討においては，那

賀川流域内の他ダム流域への展開が求められる．ま

た，土砂生産モデルの別流域の適用性を確認するた

めには， 別流域へ適用した際に，表層崩壊，表土侵

食の空間分布と量が同様に説明可能であることを確

認する必要がある．以上より，本研究では長安口ダ

ム直接流入域の上流に位置する小見野々ダム上流域

（図-1）を対象として，表層崩壊モデル，表土侵食

モデルの適用性を確認する． 

 

3．土砂生産モデルの改良・別流域の適用確認 

 

(1)表層崩壊モデルの改良・別流域の適用確認 

ここでは，モデルの改良として，計算メッシュサ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 裸地領域におけるガリ侵食（R7.12 撮影） 
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イズの細分化，平成 16 年 8 月洪水による実績崩壊

地数が再現可能な粘着力 c，内部摩擦角𝜙𝜙の設定，崩

壊発生確率のグルーピングを行うとともに，小見

野々ダム上流域において適用性の確認を行った． 

a)計算メッシュの細分化 

表層崩壊の空間再現性を改善するため，計算メッ

シュサイズを既報 1)の 100 m から 20 m に細分化し

た．これは当該流域の崩壊面積規模を踏まえ，崩壊

地形の起伏と集水条件を過度に平滑化しない解像度

として設定したものである．さらに，細分化した計

算メッシュの土層厚は，連続性のある地形条件を設

定するため既往の調査結果（令和 3 年度：30 地点）

の土層厚と斜面勾配から作成した図-5 に示す関係

図をもとに計算メッシュ毎に設定した． 

b)実績の崩壊地数が再現可能な粘着力 c，内部摩擦

角φの設定 

与条件設定の説明の容易性を確保するため，表-1

に示すように粘着力 c，内部摩擦角𝜙𝜙をパラメトリッ

クに設定し，Fs<1 の条件が崩壊発生とみなす前提で，

当該流域で表層崩壊が多発した平成 16 年 8 月洪水

における崩壊地個数の再現性が高く，かつ文献等な

どの一般的な値や土壌の調査事例 2)を踏まえても適

正な範囲と考えられる組合せを最適値として採用し

た．このときの粘着力 cは，当該流域の特性を可能

な限りモデルに反映するため，針葉樹，広葉樹それ

ぞれで樹木根系による粘着力増分⊿c3),4),5)を式（6）～
（7）によって算出し，土壌のみの粘着力との合算値

とした．これらの手法により，粘着力 cは 2.4 kN/m2

（土壌の粘着力 1.0 kN/m2と⊿cの平均値 1.4 kN/m2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 土層厚（R3 現地調査）と斜面勾配の関係図 

表-1 粘着力 c，内部摩擦角φの設定結果 

 

 

 

 

 

 

の合算値），内部摩擦角𝜙𝜙は 37.4°を最適値として採

用した．  

針葉樹：⊿𝑐𝑐 � �0.0033𝐷𝐷�.���𝑋𝑋��.� �6� 
広葉樹：⊿𝑐𝑐 � 0.00198�𝐷𝐷/𝑋𝑋��.� �7� 

ここに，⊿𝑐𝑐：樹木根系による粘着力増分，𝐷𝐷：樹

木の胸高直径（cm），𝑋𝑋：樹木間の距離（m）である．

なお，𝐷𝐷，𝑋𝑋は令和 3 年度に長安口ダム直接流入域の

30 地点で実施した調査結果を採用した． 

c)崩壊発生確率のグルーピング 

図-3 に示す Fs と崩壊発生確率の関係図は，その

関係を構築するエリア分割（図-2）内で崩壊発生箇

所が概ね均等に含まれることが前提となる．崩壊が

特定小流域に偏在する場合，全域一括の関係を用い

ると再現精度が低下する恐れがある．そこで，エリ

ア分割したそれぞれの領域において，崩壊地面積が

当該流域に占める割合（図-6）が同等程度となるよ

うに崩壊地が多い小流域とそうでない小流域に図-7

のとおりグルーピングし，分割後の各エリアで斜面

安全率 Fsと崩壊発生確率の関係を作成した．これよ

り，斜面崩壊の発生状況が偏在条件下でも図-8 のよ

うに崩壊発生確率関係の単調性と安定性を確保した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 崩壊地面積が当該流域に占める割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 崩壊地面積の割合による小流域のグルーピング 
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d)改良モデルによる崩壊土砂量の算出 

長安口ダム直接流入域を対象に，前項 a)，b），c）
の改良後の表層崩壊による土砂生産量を算出し，既

報 1)の結果と比較した．結果は図-9 に示すが，平成

21 年度の航空レーザ測量結果から推定した実績相

当の崩壊土砂量に対して，秩父帯北部エリアの槍戸

川，笹原谷，にくぶち谷のように一部の支川流域で

は再現性の向上も確認できた． 

e)小見野々ダム上流におけるモデルの適用性確認 

別流域である小見野々ダム上流域を対象に前項 a)，
b），c）と同様の考え方で表層崩壊モデルを構築し，

崩壊土砂量の空間分布と土砂生産量の再現性を確認

した．結果は図-10（流域図：図-11）のとおりであ

り，長安口ダム直接流入域と同等程度の再現精度で

あることが確認できた．また，式（3）の Fsについ

て，洪水期間中の最小値を用いることの妥当性を補

足する目的で，崩壊地が流水の集中しやすい地形条

件にあることや，Fs最小値の採用が過度に瞬間的低

下へ依存しないことを確認した．具体的には，崩壊

地と非崩壊地（崩壊地周辺の同等勾配斜面）で Fs＜
1.0 の継続時間を比較した結果（図-12），崩壊地で継

続時間が相対的に長い傾向が認められ，Fs最小値の

採用が崩壊発生条件を過度に逸脱しないと判断した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 改良後の斜面安全率 Fs と崩壊発生確率 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 表層崩壊の土砂量再現「長安口ダム」 

 

 

 

 

 

 

図-10 表層崩壊の土砂量再現「小見野々ダム」 

(2)表土侵食モデルの改良・別流域の適用確認 

ここでは，モデルの改良として，表土侵食領域の

再設定，表土侵食における近似式の時期別の細分化

を行うとともに，小見野々ダム上流域において適用

性の確認を行った． 

a)現地調査による地被状況別の土砂流出の容易性 

既報 1)では非樹林帯の表土が一様に侵食される前

提を置いていたが，令和 7 年 12 月の現地調査によ

り，図-4のようにガリ侵食や集中的な地表流が生じ

る領域が限定的であることを確認した．そこで，ガ

リ侵食などに起因すると考えられる表土露出が明瞭

な領域を光学衛星画像から主要生産源として設定し，

裸地全域一様の仮定を改めた． 

b)表土侵食の近似式を細分化 

小規模降雨時を含む再現性を改善するため，年ダ

ム堆砂量を年総雨量で除した指標の経年変化から表

土侵食の状態を図-13 のように流出土砂量の変動が

大きい時期，安定期に区分し，区分ごとに近似式を

設定した．崩壊多発後の平成 23 年までを流出土砂量

の変動が大きい時期，それ以降を安定期とし，各期

間について年総雨量を変数とする近似式を作成した

（図-14）．これを式（5）に反映することにより，単

一式では表現が難しかった時期依存性を改善した． 

c)改良モデルによる表土侵食土砂量の算出 

長安口ダム直接流入域で改良前後の結果比較を行

い，表土侵食量の算出結果を評価した（図-15）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 ダム上流域のエリア分割「小見野々ダム」 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 斜面安全率の継続時間分析「小見野々ダム」 
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図-13 流出土砂量の時期区分「長安口ダム」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 年平均侵食深と年総雨量相関図「長安口ダム」 

 

 

 

 

 

図-15 表土侵食土砂量の再現結果「長安口ダム」 

 

なお，平成 16 年の計算結果には大規模斜面崩壊の

土砂量を加算している．改良後は，流出土砂量の変

動が大きい時期，安定期の区分により，平成 16 年 8
月の大規模崩壊後の平成 17 年や平成 18 年の再現性

の向上も確認できた．  

d)小見野々ダム上流におけるモデルの適用性確認 

小見野々ダム上流域へ同様の考え方を適用し，表

土侵食量の推定を行い，概ねダム堆砂量と同等程度

の土砂生産量が再現できたことを確認した（図-16）．

なお，平成 16 年の計算結果には大規模斜面崩壊の土

砂量を加算している．加えて，この式（4）～（5）
の妥当性を補強するため，本研究の近似式で得た表

土侵食量が水理公式集 6)に記載の式（8）による推定

量と同等オーダーであるかを確認した． 

𝐸𝐸𝐸𝐸 � 𝛼𝛼 ⋅ 𝑢𝑢∗� �8� 
ここに，𝐸𝐸𝐸𝐸：侵食速度（m/s）， 𝛼𝛼：水含有率などに

よって定まる係数，𝑢𝑢∗：摩擦速度（m/s）である． 

結果は図-17 のとおり，大規模斜面崩壊が多発し

た平成 16 年以外は，図-16 の結果と比較しても概ね

同等程度の再現性が確認できた．そもそも表土侵食

量は，微地形や植生被覆等の複合要因に支配され， 

 

 

 

 

 

図-16 表土侵食土砂量の再現結果「小見野々ダム」 

 

 

 

 

 

図-17 物理モデルの表土侵食土砂量「小見野々ダム」 

表-2 河床変動モデルの解析条件「小見野々ダム」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-18 山地流域からの土砂生産量「小見野々ダム」 

 

物理式のみで流域スケールの再現性を安定的に確保

することは難しい．本研究による近似式は侵食の素

過程を詳細に表現することを目的としないが，堆砂

量と降雨量の関係に基づき土砂量規模を推定し，裸

地へ配分することで面的評価を可能とする実務的手

法の一つとして有効であると考えられる．  

 

4．土砂生産モデルの検証(ダム堆砂量の再現) 

 

長安口ダム直接流入域におけるダム堆砂量再現は

既報 1)で報告済であるため，本章では，適用性確認

の対象である小見野々ダム上流域について検証を行

った．具体的には，本研究で算出した小流域別土砂

生産量（図-18）を倍率（ダム堆砂量の再現性から試

算）を考慮して河道領域へ与え，土砂移動予測モデ

ルによりダム堆砂量を表-2 の条件で計算し，実績の

ダム堆砂量と比較した（図-19）．その結果，年ダム 
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図-19 土砂移動を考慮した検証結果「小見野々ダム」 

 

 

 

 
 

 

 

 

図-20 各支川流域からの土砂流出量（H16～R6 の年平均） 

 

堆砂量は実績値を概ね再現できたことが確認できた．

各支川流域からの土砂量は図-20 のとおりであり，

支川別の土砂寄与を定量的に評価する枠組みを提供

でき，対策検討における優先度付けの基礎情報とし

て有用であると考えられる． 

 

5. 結論 

 

本研究は，既報 1)の土砂生産モデルを基礎として，

将来予測および対策検討に資する実務精度を有する

小流域単位の土砂生産量を推定可能なモデルとする

ため，表層崩壊，表土侵食の改良と別流域で同様のモ

デル構築方法で検討を行った場合の適用性の確認を

行った．得られた結論を以下に示す． 

 

1）表層崩壊モデルは，崩壊面積規模を踏まえた計

算メッシュの細分化（100 m→20 m），土壌定数 c，𝜙𝜙
の傾向分析に基づく設定，崩壊発生確率のグルーピ

ングにより，崩壊偏在時の確率配分の不安定性を抑

制し，崩壊土砂量の再現性も改良前より向上させた． 

2）別流域（小見野々ダム上流域）へのモデル構築

方法の適用により，崩壊土砂量の空間分布，規模の

再現性を確認した．さらに，斜面安全率 Fsの低下継

続時間は崩壊地で相対的に長い傾向を示し，洪水期

間中の最小 Fsに基づく評価の適用性を補強した． 

3）表土侵食モデルでは，現地調査に基づき侵食に

よる土砂生産源を限定し，ダム堆砂量，総雨量の経

年変化から活発期，安定期に区分した近似式へ細分

化することで，年別の土砂生産量の再現精度の向上 

 

を図った．別流域の小見野々ダム上流域では，近似

式推定量が物理モデル推定量と同等オーダーである

ことを確認し，近似式適用の妥当性を担保した． 

4）小見野々ダム上流域では，山地流域で算出した

土砂生産量を河道領域に与えた土砂移動予測により

ダム堆砂量を検証し，実務検討に必要な再現性を得

た． 

 

本モデルは，山地流域の土砂生産過程を物理的に

網羅して精緻に再現することを主目的とするもので

はなく，将来予測および対策検討に用いることを前

提に，実績相当の斜面崩壊土砂量やダム堆砂量の再

現性を一定程度確保しつつ，小流域単位で面的に土

砂生産量を算定できる実務的枠組みとして整備した

ものである．一方で，表層崩壊モデルは平成 16 年 8
月洪水の崩壊実態に基づくこと，表土侵食モデルは

実績の年ダム堆砂量と年総雨量の相関関係を基本と

することから，適用範囲や不確実性を含む．このた

め，規模の大きい洪水による斜面崩壊等，新たな情

報が得られた場合には，モデルの妥当性等について，

継続的に検証・更新していく必要があると考える．  
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